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1. はじめに 

近年、地震や風水害による被害が頻繁に報じられている。 

大規模な災害が発生した場合、被災者は数週間から数ヶ月

にわたる避難所での生活を余儀なくされること がある。 

災害時の避難所における情報の共有（情報共有）には掲

示板がある。避難所における、ICT を利用した情報共有に

関する先行研究[1,2]では、被災地域での情報共有の方法と

して地域 SNS の利用に着目しており、 実名による登録の

仕組みと、ユーザーが他のユーザーの情報にアクセスでき

るようにし、平時の人間関係を SNS上に構築する仕組みに

よって、SNS 上での他者の発言内容に信頼性をもたせるこ

とができるとしている。しかし、災害時の既存の SNS、地

域 SNSの利用を検討する場合、セキュリティやプライバシ

ーに関わる問題が発生する可能性がある。 

本研究では、スマートフォンとクラウド技術、QR コー

ドを用いた、避難所での情報共有システムを提案する。本

システムでは QR コードを用いて、アプリ利用者を避難所

の被災者と避難所管理者に限定することで、既存の SNS 

に比べ信頼度が高い情報を収集し、相互に提供可能である

という仮説でシステムのフレームワークを構築し、検証を

行った。 

2. 被災者による情報の伝達の現状 

情報の発信者と受信者の観点から、被災者が情報を取得

する手段の現状について検討した。 

本研究では災害に関する情報を取得する手段として、マ

ス・コミュニケーション（以下、マスコミ）とソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス（以下、SNS）の２つに

ついて取り上げる。 

マスコミは、不特定多数の人々へ向けた情報を発信する

マスメディアを用いて、メッセージを伝達する。マスコミ

が、マスメディアで話題や議題を取り上げることで、情報

の受信者に「何について考えるのか？」という影響を及ぼ

すことができる。マスメディアによる情報の伝達は、発信

者から受信者への一方向のコミュニケーションとなるため、

被災者はマスメディアを用いて、現在地の被災情報、救助

の状況、知人の安否といった、自身が望む情報を選択して

入手することはできない。 

SNS の一つである Twitter は、個人が不特定多数へ向け

て情報を伝達することができる。発信される情報は発信者

が明示されており、個人間の情報流通を実現していること

から、“個人志向コミュニケーション”[3]だと言える。 

Twitter では、受信者は、発信者との双方向のコミュニケ

ーションを行い、発信者に情報を直接問い合わせることが

可能である。被災者は災害時に Twitter を含む SNS を利用

する際に、匿名であるために発生する、情報の信頼性の低

下について意識をして利用することが求められる。 

地域 SNSは、発信者を地域（市町村）で制限している。

利用者は、特定の地域の住民に向けて情報を伝達すること

が可能である。先行研究では、①発信者を地域で分けるこ

と、②実名による登録を行うこと、③平時から運用を行う

ことの３点で、既存の SNSと比較して情報の信頼性を維持

することが容易であるとしている。一方で①について、避

難所での生活時に、観光客や出張用務など、一時的にその

地域に滞在していて被災した場合、地域 SNSを地域の被災

者と同様に利用することができない。また③について、地

域 SNSの利用者とその他の被災者の間で情報の格差が生ま

れ、被災者間の分断につながるおそれがある。 

図１が示すように、Mastodon（マストドン）の構成は、

誰もが自由にサーバーを設置・運用できる分散型の SNSで

ある。居住地、趣味、職業などでサーバーが分けられてお

り、それぞれのサーバーを個人や企業（運営者）が運営し

ている。利用する場合は複数のサーバーに登録することが

でき、別のサーバーを利用する人々ともコミュニケーショ

ンが可能である。 

図 １ Mastodonの構成図 

 
Mastodonは、Twitterの個人志向コミュニケーションに 

加えて、電子掲示板のトピック志向のコミュニケーション

が可能である。災害発生時に、“災害”という単一のトピ

ックについて、情報の発信・受信を行うことが期待できる。

Mastodon は他の SNS と比較して、関心によって利用者を

区分可能であるという違いが存在するが、災害時の利用に

ついて、サーバーへの参加が利用者に委ねられており、利

用者の区分について運営者が大きく制限を加えることは、

地域 SNSに比べて難しい。 

3. 自治体による情報伝達の現状 

市町村といった基礎自治体が災害時に受信する情報には、

国の省庁・都道府県から発信される情報と、被災者からの

通報による情報（通報）が存在する。通報には、電気・水
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道・ガスのライフラインの情報、交通の情報、被災による

ケガ人の情報、火災の情報が含まれる。通報を受けた基礎

自治体は、警察や消防と情報の共有を行い、通報のうち被

災者に広く知らせる必要があるものは、宣伝車、各避難所

の掲示板、Twitter やホームページを通じて市民に共有する。

近年の災害時には、Twitter の即時性を利用して、事実と異

なる情報の喧伝（デマ）の打ち消しを行う例や、避難所や

駐車場の状況を発信する例[4]がある。 

 

表１ 情報伝達の手段による違い 

 
表 1 で示すように、市民から基礎自治体への通報につい

て、電話による通報は、声の調子や強さなどの音声的情報

を伝えることが可能だが、受信者・発信者の双方が時間を

共有する必要がある。市民から寄せられる通報のすべてに

ついて、職員が電話で応対することは困難である。一方で、

SNS を用いた情報伝達は文章の形で表された情報であり、

明示的に書き表されていれば内容についての誤解が生じに

くく、記録に残す・共有することが容易である[5]。 

図 ２ 災害時の情報の伝達の現状 

 
図２に示すように、現状、災害時の情報伝達は、市民か

ら基礎自治体へ向けて行われたあと、基礎自治体から市民

へ広く共有される。基礎自治体へ音声によって伝達された

情報は、信頼性の確認などが行われ、文章の形式で広く市

民へ共有される。基礎自治体によって発信される情報は、

SNS 上の個人によって発信される情報と比較して信頼性が

高い。しかし、情報の即時性が求められる被災地において、

現状の情報共有の方法は、発信を行うまでに時間を要する、

という問題がある。 

以上のことから、次の仮説を導出した。災害時、寄せら

れた情報の信頼性を担保するうえで、情報は次に示す要件

を満たさなければならない。①情報の発信・受信を、個人

が即時に行うことが可能であること、②利用者が、他の利

用者個人を特定できること、③利用者が、被災地域に居る

こと、④誤った内容の情報について、信頼の置ける機関に

よる即時の訂正が可能であること、の４点である。 

4. 提案するシステムの概要 

本研究では利用者のアプリケーションの開発にマルチプ

ラットフォームに対応した Monaca開発環境を用いた。iOS、

Android OS の両 OS 上で動作するスマートフォン向けアプ

リケーションとして開発を行った。情報の記録・共有、ユ

ーザー管理のため、クラウド上でデータを扱うことが可能

となる mBaaS を利用した。また、利用者を限定するため

に QR コードからのリンクを用いて、登録ページへ進める

利用希望者を制限した。 

5. 検証と考察 

FIT登壇時に発表する。 

6. まとめ 

本研究では、災害時における現状の情報導出の仕組みに

ついて検討を行い、既存の情報伝達・情報共有の方法と合

わせて利用することを踏まえたシステムの提案を行った。

システムの利用者を被災地域の住民に限定することで、共

有される情報の信頼性を高めることが可能であるという仮

説を検証するシステムを構築し、検討・考察を行った。 

提案したシステムは、災害発生時・避難所開設時に避難

所の運営者によって運用されることを想定した。災害発生

時、アプリケーションの運用を迅速に行うためには、市民

へのシステムの周知を事前に行うことが望ましい。災害は

いつ、どの地域で起こるか予測が困難である。今後も、発

生時に、即応的に導入することが可能な情報共有システム

についての研究を継続する。 
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